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会費等に関する細則 

令和7年（2025）度版  

公益社団法人 全国漁港漁場協会 

 

 漁港情報クラウドシステム（以下、「本システム」という。）の運用等に関する実施要

領（以下「要領」という。）に定める会員の経費の負担について、以下に定める。 

 

（本細則の趣旨） 

第１条 この細則は、要領第４条の規定に基づき会員が支払う入会金、年会費、保管料、 

システム使用料、ライセンス発行手数料、利用料及び要領第６条に基づく受付け審査の審

査料に関し必要な事項を定める。 

２ それぞれの経費には、各条に定める金額に加え、別途消費税が必要となる。 

 

（一般会員の会費等の額） 

第２条 一般会員の入会金の額は、１００，０００円とし、年会費の額は、年額 

５０，０００円とする。 

２ 一般会員が本システムに保管するデータに関する保管料は、表１の通りとする。 

 

表１ 保管料（１漁港あたり年額） 

共通データ 
基本容量 データ量１０ＧＢまで      ６，０００円 

基本容量超過分 データ量１０ＧＢあたり      ６，０００円 

個別データ 
基本容量 データ量１０ＧＢまで      ６，０００円 

基本容量超過分 データ量１０ＧＢあたり       ６，０００円  

＊共通データは、「漁港情報クラウドシステムの運用等に関する実施要領」に定めるもの

のほか、具体的にはGIS地図情報、漁港台帳データ、施設写真、工事情報等、漁港情報

クラウドシステムの基本的なデータ及び、測量設計等の委託業務成果のデータ、老朽

化点検結果等の各種調査データ等、GISシステム内で地図情報と相互に関連するものと

する。 

＊個別データは、「漁港情報クラウドシステムの運用等に関する実施要領」に定めるものの

ほか、独自システムにより作成されたデータ、利用者が自由に入出力可能なフォルダに保

管されたデータとする。 

 

３ 一般会員が本システムに接続しデータを使用する際の本システム使用料は年額２５，

０００円とする。  
４ 一般会員が本システムに接続しデータを使用する際のライセンス発行手数料は、1 ライ

センスにつき年額５，０００円とする。  
５ 一般会員がデータ作成や変更・更新業務を民間企業に委託し、その受託者が所定の様式により

作成されたデータの審査・変換・登録を当協会に依頼し、登録内容の確認作業を限定的に実施す

る必要がある場合の接続料は、一般会員と同等の扱いとする。 



- 2 - 

この場合のデータ閲覧範囲及び本システムの使用期間は、データ作成を依頼した一般会員との協

議により設定する。 
 

（民間会員の会費等の額） 

第３条 民間会員の入会金の額は、２００，０００円とし、年会費の額は、 

年額１００，０００円とする。 

２ 民間会員が本システムに接続しデータを使用する際のシステム使用料は、 

年額２５，０００円とする。 

３ 民間会員が本システムに独自ソフトを接続して保管したデータを利用する際の利用料 

の金額は、当協会と協議して定める。 

 

（特別会員の会費等の額） 

第４条 特別会員の入会金の額は、５００，０００円とし、年会費の額は、 

年額１００，０００円とする。 

２ 特別会員が本システムに独自ソフトを接続して保管したデータを利用する際の利用料 

の金額は、当協会と協議して定める。 

 

（受付審査に係る審査料・登録料） 

第５条 要領第６条の受付審査に係る審査料を以下の通り定める。 

２ 本システムにデータを保管し使用する者、及び本システムに独自ソフトを接続してデ

ータを利用する者が支払う審査料は表２の通りとする。 

 

表２ 審査料（データについては１漁港あたり。ソフトは１本あたり） 

共通データ 

 

 

漁港台帳データ 施設延長4000m未満          ３００，０００円 

施設延長4000m以上          ４００，０００円 

その他 内容、ボリューム等により依頼者と協議する。 

個別データ  同上 

独自ソフト  同上 

＊施設延長とは漁港管理者が管理する外郭・係留・輸送施設延長の合計 

 

３ 一般会員から新たにデータ作成業務を委託された民間企業は、協会が別途定める標準歩

掛りのデータ作成に関わる直接人件費の１０％の登録料を支払う。 

 

４ 独自ソフトを本システム上で運用しようとする会員は、審査料を支払うこととする。 

その金額は、プログラムの内容により当協会と協議して定める。  

 

５ 当協会が有償にて本システムへの登録データを作成した場合、審査料及び、登

録料を免除する。 
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（データの変更に係る登録料） 

第６条 要領第９条の本システムに保存したデータの変更に係る登録料は、表３の通りと

する。登録料には、データの変更に関わる審査費用を含んでいる。 

表３ 登録料（１漁港・1 施設・１工事あたり基準額） 

共通データ 漁港電子平面図の更新がある場合 ３２，０００円 

漁港電子平面図の更新がない場合 ２０，０００円 

個別データ  内容、ボリューム等により依頼者と

協議する。 

 

２ 複数漁港・地区、複数施設・工事のデータ変更を同時に実施する場合には、協

会が別途定める標準歩掛りにより登録料を算定する。 

  

（入会金、年会費、保管料、ライセンス発行手数料、利用料及び審査料の納入方法） 

第７条 入会金、年会費、保管料、システム使用料、ライセンス発行手数料、利用料及び

審査料は、当協会が発行する請求書に基づき、速やかに納入するものとする。 

２ 年会費、保管料、システム使用料、ライセンス発行手数料、及び利用料は、先だって

次年度分以降を一括して支払うことができる。 

３ 利用の更新にあたっては、（様式 1）利用依頼書（更新）を前年度 3/31 までに提出

し、利用期間、年会費、保管料、システム使用料、及びライセンス発行手数料の金額、

納入方法を確定する。 

 

（入会金の免除） 

第８条 登録資格を停止した会員が、再度登録を希望する場合、資格停止後概ね５年以内 

であって、当協会がそれを適当と認めた場合には、入会金の納入を免除することができ 

る。 

 

会費等に関する細則の改訂履歴   発行     平成２９年４月１日  
                 一部改訂   令和 ３年８月１日  
                 一部改定   令和 ６年４月１日  

一部改定   令和 ７年４月１日  

 

 


